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【事業の成果】

【反省点・課題】

【改善の方向性】

Ｈ26(標準事業)

①
基
本
事
項

事業コード 事業名 部名 健康福祉部

03110-1 福祉事業（障がい者支援事業） 室名 高齢障がい支援室

施策の方向 03:だれもが暮らしやすい社会に向けた取り組み 項 社会福祉費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 目 障がい者福祉費

施
策
体
系

基本施策の大綱 04:生きがいを持てる福祉の展開 財
務
科
目

会計 一般会計

基本施策 05:障がい者の社会参加の促進 款 民生費

②
目
的
・
概
要

目
的
・
概
要

対象 ①下肢障害若しくは体幹機能障害で1級、2級若しくは3級に該当する者又は内部障害で1級に該当する者で市内に住所を有し、自己所有の自動車を自ら運転する者②在宅の重度知的障がい者(児を含む。)又はその障がい者等と同居する者

①重度身体障害者自動車燃料費用助成事業
　　重度身体障害者が所有する自動車の燃料購入費用の一部を助成することにより、重度身体障害者の生活の利便を助長し、福祉の増進を図る。
②在宅重度知的障がい者等住宅改修工事
　　住宅を障がい者等に適するものとするための住宅改修工事に要する経費の一部を補助することにより、その居住環境の改善を図り、障がい者等の自立
生活の促進及び家族介護者の負担軽減に寄与する。
③社会的事業所創業支援補助金
　一般企業に就職できない障がい者を雇用し、障がい者の就労の促進や経済的な自立を図ることを目的とする社会的事業所に対し、事業所を創業するに
当たり３年間、補助金を支給する。

③
指
標

２４ 年度 ２５ 年度 ２６ 年度

活
動

①

名称 広報周知回数 計画値

補足
実績値 1 1 1
単位 回 回 回

補足
実績値
単位

名称 計画値

成
果

①

名称 重度身体障害者自動車燃料費用助成事業給付率 計画値

補足

②

受給者数/対象者数 実績値 約13 100 100
単位 ％ ％ ％

④
事
業
の
計
画
・
実
績

年度計画 年度実績
①重度身体障害者自動車燃料費用助成事業
　平成26年度交付実績
　　交付者数：103人　交付金額合計：1,653,499円

②在宅重度知的障がい者等住宅改修工事
　平成26年度交付対象者　0人

③社会的事業所創業支援補助金
　雇用人数：5人　　補助金：1,500,000円

事
業
費

計画額 予算額 決算額

県支出金 1,500 750

平均給与額×③

その他 受益者負担率 0.0%

国庫支出金 所要人員 0.04

人
件
費

総人件費 296
事業費 3,807 3,528 一般職員人件費 296

⑤　/　⑥
地方債 受益者負担額

総人件費 296
総コスト 3,824

一般財源 2,307 2,778
再
掲

翌年度への繰越額

前年度からの繰越額

適切 最終評価確認者： 高齢障がい支援室長　古田 秀樹

⑤
事
業
の
評
価

総合判定
①重度身体障害者自動車燃料費用助成事業では、対象となる方に対し、適正に助成ができ、自立した生活への支援
ができた。
③社会的事業所創業支援補助金については、社会的事業所の定員5名に対し、6ヶ月間の補助金を出すことにより、障
がい者の雇用の促進につなげた。

Ｂ
まずまず進んだ

①在宅重度知的障がい者等住宅改修工事については、制度の周知方法の拡充を検討する必要がある。
②社会的事業所への就労希望者があるため、補助金の対象となる障がい者の雇用人数を増やす必要がある。

①在宅重度知的障がい者等住宅改修工事については、広報周知及び窓口等での周知方法の見直しを行う。
③社会的事業所の補助金の対象となる障がい者の人数を増やすため、要綱の改正を行う。

事業目的の妥当性： 適切 有効性：


